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「北陸新幹線の敦賀延伸に伴う整備効果」に関する調査結果 
 

北陸経済連合会 

(社)関西経済連合会 

福井商工会議所 

  
北陸経済連合会、（社）関西経済連合会、福井商工会議所は、北陸新幹

線の敦賀延伸に伴う整備効果（交流人口の変化、経済波及効果）について

北陸三県（富山県、石川県、福井県）の協力も得ながら共同調査を実施し、

この度結果をとりまとめました。 

 

＜調査の概要＞ 

 

1. 調査目的： 北陸新幹線の敦賀延伸に伴う交流人口（流動）の変化、

経済波及効果について調査・分析し、北陸地域・関西地

域の整備効果を明らかにする 

2. 調査期間：  平成 22 年 3 月～6 月 

3. 調査結果：  - 資料 1, 資料 2 参照 

①交流人口（関東・北陸・関西・中京）の変化 (2020 年度) 

■時間短縮効果により、地域間交流が拡大 

・交流人口： 4,360 万人から 4,890 万人に拡大（530 万人増加） 

北陸への流入： 340 万人増加 （＋13％） 

関西への流入： 110 万人増加 （＋23％） 

②経済波及効果 (2020 年度) 

■交流活発化による消費増が関連産業に波及し、生産、雇用が増加 

・北陸への経済波及効果：  960 億円 （雇用創出効果  8,600 人分） 

・関西への経済波及効果：  280 億円 （雇用創出効果  2,300 人分） 

・全国への経済波及効果： 1,940億円 （雇用創出効果 14,000人分） 

 

 

 

 

 

 

・金沢延伸による関東圏との交流増加に加え、敦賀延伸により関西、中京圏を 

中心とした地域間交流が拡大することで、北陸での「日本海側における交流 

の中枢拠点」形成が進展します。 

・経済波及効果は、北陸地方だけでなく関西を含め全国に広がります。 

・北陸新幹線が東海道新幹線の「バイパス機能」を発揮し、経済波及効果を 

より高めるためには、敦賀までの延伸を早期に実現するとともに、大阪まで 

の全線整備を進め、ネットワークを完成させる必要があります。 

以 上 



 

 

 

 

 

 
 
 

北 陸 

 
 

中 京 
 
 

関 西 

444→540万人 
+ 22％ 

 
信 越 
飛 騨 

125→127万人 + 2％ 

 

関 東

338→352万人 
+ 4％ 

199→255万人 
+ 28％ 

314→315万人 + 0％ 

332→347万人 
+ 5％ 

138→178万人 
+ 29％ 

866→1007万人 
+ 16％ 

31→44万人 
+ 43％ 

71→95万人 
+ 33％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北陸新幹線の敦賀延伸に伴う整備効果 （概要）     
【前提条件】  2014年度に金沢延伸、2020年に敦賀延伸   

 ①交流人口の変化 ⇒ 将来人口と所要時間 （新幹線の時間短縮） の変化により、敦賀延伸後の旅客流動量を予測 （長野～敦賀間の表定速度＝240㎞/h） 

 ②経済波及効果   ⇒ 敦賀延伸後の交流人口増加による北陸および関西への経済波及効果 （域内生産活動の増加額） を予測 

①交流人口の変化  

※平成17年度全国幹線旅客純流動調査

をもとに予測 

金沢⇒敦賀延伸の効果 2020年時点 

・金沢延伸による関東圏との交流増加に加え、敦賀延伸により関西、中京

圏を中心とした地域間交流が拡大することで、北陸での「日本海側にお

ける交流の中枢拠点」形成が進展します。 

・経済波及効果は、北陸地方だけでなく関西を含め全国に広がります。 

・北陸新幹線が東海道新幹線の「バイパス機能」を発揮し、経済波及効果

をより高めるためには、敦賀までの延伸を早期に実現するとともに、大

阪までの全線整備を進め、ネットワークを完成させる必要があります。

【北陸】                        【関西】 

②経済波及効果

■他地域からの流入増加 
■北陸内での交流活発化  消費増 

北陸への 
経済波及効果 

年間 ９６０億円
   

雇用創出効果 

８６００人分 

流入増

340 万人

流入増 

110 万人

関西への 
経済波及効果 

年間 ２８０億円
 

  雇用創出効果 

２３００人分 

※北陸各県産業連関表（H17）、近畿地方産業連関表（H17）を

一部加工し、北陸、関西として計測 

関連産業に波及して、域内（北陸、関西）の産業の生産、地域での雇用が増加 

全国への経済波及効果 年間１９４０億円  雇用創出効果 １万４000 人分 

消費流出 
分を差し 
引いても 

８５０億円 

の経済効果 消費流出
効果 

 
110億円 

沿線全域で交流人口 530 万人増加 

■時間短縮効果により、地域間交流が拡大 

関東～北陸～関西・中京に至る交流人口（流入・流出の合計）は、 

年間 4,360万人 ⇒ 年間 4,890万人に拡大（530万人増加）

うち北陸への流入（旅行者等）は年間340万人増加（＋13％） 

関西への流入は年間110万人増加（＋23％） 

金沢⇒敦賀延伸の効果 2020年時点

北 陸 相 互 
 
1,169 

→1,295 万人 
 

+ 11％ 

※1年間の交流人口 

資料 1 
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◆九州新幹線 新八代～鹿児島中央間（H16.3開業）の効果

日本銀行鹿児島支店「九州新幹線部分開業に伴う影響度調査について」

鹿児島中央駅

開業前

開業後

・東北新幹線盛岡～八戸（H14.12開業）では、旅客流動が24％増加、

鉄道利用者の観光消費額が2.4倍

・九州新幹線新八代～鹿児島中央（H16.3開業）では、鹿児島県内の

経済波及効果が年間165億円

13

開業前

八戸駅

◆東北新幹線 盛岡～八戸間（H14.12開業）の効果

鉄道
２７７万人

４２０万人

航空
１４０万人 １１３万人

３９万人
高速バス
４６万人

５７２万人

４６３万人

２４％増

開業後
（H14.12～H15.11）

開業前
（H13.12～H14.11）

開業後

１１１億円／年
開業前

２．４倍

２６６億円／年

開業後目的別内訳

開業後

交通費
 74億円/年

土産物
 27億円/年

その他
 55億円/年 宿泊費

 110億円/
年

注）はつかり、はやて（盛岡～八戸
間）の１日あたりの乗客数と、１人１
旅行あたりの観光消費額とをもちい
て、年間観光消費額を推計。

旅客流動量が増加

鉄道利用者の観光消費額が

大きく増加

（H16.9 整備新幹線に係る政府・与党ワーキンググループ
（国交省）資料より）

（H17.3 ㈱鹿児島地域経済研究所による試算結果）




